
 

岡崎商工会議所 
令和７年度「人手不足、賃金・初任給に関する調査」 

調査結果 
 
【目 的】物価の高騰に加え、中小企業の深刻な人手不足もあり、賃上げ圧力はかつてないほど

高まっている。そこで、中小企業の人手不足、賃上げ・初任給等に対する対応状況や

意向を把握し、本所事業及び今後の雇用・労働政策への要望に反映させるために実施。 
 
【期 間】令和７年４月１５日～４月３０日  
【対 象】岡崎商工会議所会員のうち３３２事業所（役員・議員事業所、部会役員・幹事事業所、

就職情報室登録事業所、人事研究会会員事業所） 
 
【方 法】対象事業所に電子メール及び Web 回答フォームにて実施。  
【回答数】１０５事業所        【回答率】３１．６％  
【回答事業所の属性】 

業種別内訳 従業員数規模別内訳 

○製造業 ：36 社（34.3％） 

○非製造業：69 社（65.7％） 

  0 ～  5 名： 5 社（ 8.6％） 

  6 ～  10 名： 8 社（ 5.7％） 

 11 ～  20 名：10 社（21.0％） 

 21 ～  50 名：11 社（19.0％） 

 51 ～ 100 名：13 社（14.3％） 

 101 ～ 300 名：13 社（16.2％） 

 301 名～    ：14 社（15.2％） 

【調査結果のポイント】 

○人手が「不足している」と回答した事業所 73.3％ 
○令和７年度に「賃上げを実施予定」とする事業所 78.1％ 
○賃上げ率の見通しを「３％以上」とする事業所 48.7％ 

○令和７年度新規学卒者の初任給の平均額は、 

・大学卒 ： 事務系職種 224,973 円・技術系職種 234,124 円 

・高校卒 ： 事務系職種 191,746 円・技術系職種 201,115 円 

◆人手不足の状況について 
「不足している」事業所が最も多く 73.3％。

次いで「過不足はない」事業所が 25.7％あり、

「過剰である」事業所が 1.0％あった。 

 

 

 

◆令和７年度の従業員の賃上げについて 

 

 

 

 

 
 

令和７年度に「賃上げを実施予定」とする事業所は78.1％で８割近くある。うち「業績の改善がみ

られないが賃上げを実施予定」は 47.6％で、「業績が好調・改善しているため賃上げを実施予定」の

30.5％を上回る。 

 

概要版 



◆令和７年度の賃上げ率の見通しについて 

▼「業績が好調・改善しているため賃上げを実施予定」事業所 ▼「業績の改善がみられないが賃上げを実施予定」事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「業績が好調・改善しているため賃上げを実施予定」事業所では「2％以上 3％未満」と「5％以上」が

21.9％で最多。「業績の改善がみられないが賃上げを実施予定」事業所では「1％以上2％未満」「2％

以上3％未満」「3％以上4％未満」「4％以上5％未満」がいずれも18.0％で上位に並んでいる。 

「賃上げを実施予定」とする事業所全体で見ると「2％以上3％未満」が19.5％で最多となっているが、

「3％以上」とする事業所が48.7％と 5割近くに達し、「5％以上」とする事業所も14.6％ある。  

◆令和７年度の新規学卒者の初任給について 

 

初任給の平均額は、大学

卒 ・ 事 務 系 職 種 が

224,973円、大学卒・技

術系職種が 234,124 円

で、高校卒・事務系職種が

191,746円、高校卒・技

術系職種が 201,115 円

である。 

 

 

業種別の平均額では、非

製造業が 213,567 円

で、製造業の213,396

円よりも若干高い。 

 

 

◆【付帯調査】米国自動車関税措置等に伴う事業への影響の状況 

「今はないが、今後影響が見込ま

れる」事業所が最も多く 60.0％。

次いで「今はなく、今後も影響は見

込まれない」事業所が 37.1％あり、

「既に影響がある」事業所が 2.9％

あった。 

 

 
 


